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                   （『朝日』・『毎日』・『読売』・『産経』各新聞） 
                「企業の社会的責任」  「ＣＳＲ］ 
       1999 年         ３４         １ 
       2000 年         ４１         ６ 
        01 年         ４９         ３ 
        02 年         ２７         ４ 
        03 年        １０５        ２９ 
        04 年        １９１       １２６ 
        05 年（～10/31）   １９８       １６１ 
 
 
  用語の使用普及： 
    1)国際社会、とくにＥＵ諸機関：世紀転換期 
       後述（７）ＣＳＲ志向の強化を促す国際外交的契機、および 
         （８）ＥＵにおける政策課題の一つとしてのＣＳＲへの取組み―参照。 
    2)「日本におけるＣＳＲ元年」＝2003 年 
       経済同友会『第 15 回企業白書「市場の進化」と社会的責任経営―企業の信頼
構築と持続的な価値創造に向けて―』2003 年 3 月。 
       経済同友会『自己評価レポート 2003―日本企業のＣＳＲ：現状と課題』2004
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（２）「ＣＳＲ（企業の社会的責任）」の語義理解 
    ＣＳＲ＝Corporate    Social    Responsibility 
↑       ↑ 
        corporation / society / responsibility 
 
①“corporation”の概念（外延＝広義～狭義）      
      「企業」＞「大企業」＞「法人企業」＞「株式会社」＞「巨大株式会社」 
        ＞「大規模公開株式会社」〔＞「多国籍企業」(multinational 
                                  corporation)〕 
             corporate governance 「企業統治」 
 
       〔原義〕「法人」（営利／慈善／自治／医療／学校／宗教、等） 
 
              business corporation  
 
②“society”の構造〔“Business and Society”（経営社会関係論)の理解〕 
            


















  ③“resoponsibility”と“liability”(＝損害賠償義務；企業債務弁済義務) 
             ｢製造物責任｣（product liability; LP） 
             「有限責任」(limited liability; LLC,LLP) 
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（３）「企業の社会的責任」思想の略史 
  ①前史段階（20 世紀初頭）に見る「二大原理」 
[W. C. Frederick, J. E. Post, & K. Davis,1992.] 
     慈善原理(charity principle)―企業篤志家(business philanthropist) 
     受託原理(stewardship principle)―温情主義的施策(paternalistic program) 
      ∴企業家(businessman)の社会的責任（例：A. Carnegie; H. Ford) 
     「伝統的・古典的・経済的モデル」(traditional, or classical, economic model) 
[A. Carroll & A. M. Buckholz, 6e, 2006] 
  ②本史段階（1970 年代以降）における発展経過 
     “ＣＳＲ1”→“ＣＳＲ2”→“ＣＳＲ3”  [W. C. Frederick, 1986.] 
 
（４）「企業の社会的責任」をめぐる日本での論議の経過 
  ①経済同友会の大会決議「経営者の社会的責任の自覚と実践」（1956 年） 
                          （cf.設立：1946 年 4 月） 
    「個別企業の利益と社会のそれとの調節に対し経営者が進んで努力すべき」で、「も
し経営者がこの責任を果さないならば、国家権力の介入によって企業の自主性が失
われ、経済の発展も不可能になる」。 




  ②1970 年代の“ＣＳＲ”論議 
    ［谷本寛治（編著）『ＣＳＲ経営 ―企業の社会的責任とステイクホルダー』中央経




    「日本では 1970 年代に一度ＣＳＲブームがあった。公害問題や不祥事の頻発に企業
批判が高まり、アメリカで広がっていたＣＳＲ論が輸入され論議された。」 
     （例）経済同友会提言「社会と企業の相互信頼の確立を求めて」（1973 年）。 
       ［←経済開発委員会著、経済同友会編・訳『企業の社会的責任』鹿島出版会、
1972 年。］ 
 
    「1974 年には日本経営学会がその統一テーマとして『企業の社会的責任』を掲げ議
論している。」 
       ＜資料 ３＞ 参照 
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＜資料 ３＞ 1970 年代の日本経営学会における「企業の社会的責任」論議 
 
1971 年度日本経営学会第 45 回大会・統一論題『70 年代における経営学の課題』 
（第１部「公害問題と経営学」： 中村瑞穂「公害問題と株式会社制度」ほか。第２
部「経営国際化の諸問題」）（日本経営学会編『70年代における経営学の課題』経
営学論集第 42 集、千倉書房、1973 年）。 
［→中村瑞穂「現代日本の株式会社」（組織学会編『組織科学』第８巻第３号、「特
集・日本的経営の諸問題」1974 年 9 月。〕 
 




































①「企業の社会的責任」の自覚とその体系的認識―1970 年代初頭  

























ⅲ）企業が直ちに取り組むべき活動の包括的リスト（10 分野、58 項目） 
 
3）社会的諸問題に対する経営者の取組みに対する反対論 ――『企業の社会的責任は
その利益の増大である』(“The Social Responsibility of Business is to Increase 
Its Profits.”（M. Friedman,“New York Times Magazine”, 1971.)：「自由企業・
私有財産制度においては、企業経営者は企業所有者の被用者である。彼は自己の雇






事項」(Social Issues in Management; SIM)部会(division)設立 (1971 年）。 






1）「企業の社会的即応性」（corporate social responsiveness）［＝“ＣＳＲ2” ］―























の戦略――企業の社会的業績に関する特別委員会報告書』（United  States 
Department of Commerce, Business and Society: Strategies for the 1980s—Report 
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民間調査機関 Conference Board 主催、「過去・現在・未来における企業の社
会的責任」を主題とする連続討論会（1974 年 9 月～75 年 9 月；大企業経営者、
合計 360 名が参加）⇒L. Silk & D. Vogel, Ethics & Profits: The Crisis of 





③企業倫理の実現に向けての取り組み――1980 年代以降［“ＣＳＲ3”＝corporate social 
rectitude］（企業の社会的道義）〕 
1）企業倫理(business ethics)に関する研究と教育 
二つの源泉：経営学―「企業と社会」(Business and Society; B&S)の理論または





経営学会（Academy of Management）の「経営における社会的課題事項」部会 
（“Social Issues in Management”Division）：1971～ 




“Journal of Business Ethics”：1982 年～ 
“Business and Professional Ethics Journal”：1982 年～ 
“Business Ethics Quarterly”，（Journal of the Society for Business Ethics): 
1979 年～ 
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2）企業倫理の実践  ＜資料 ４＞～＜資料 ７＞ 参照。 
企業倫理の課題事項（ethical issues in business） 



















＜資料 ５＞ 企業倫理の課題事項（例）―関係領域と価値理念― 


























⑧地球環境関係 最小負荷 環境汚染、自然破壊、など。 
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＜資料 ７＞ 企業倫理制度化の二つのアプローチ 
―｢法令遵守｣(compliance)と「価値共有」（value-sharing）― 
〔L. S. Paine 原案 / 梅津光弘改善〕 














































































ⅰ）機関投資家評議会（Council of Institutional Investors;CII）の結成（1985 年）
→『株主のための権利章典』制定。［←80 年代：機関投資家の株式所有４割強／











1992 年 リオ「国連環境開発会議」：地球環境問題を議題・「アジェンダ 21」［「持続可能
な発展（sustainable development)」を求める行動計画］ 
1994 年 「コー円卓会議」(Caux Round Table)：「（ステイクホルダーごとの）ＣＳＲにも
とづく企業改革システム」開発。 
1995 年 コペンハーゲン「世界社会開発サミット」・「コペンハーゲン宣言」（社会的公正
と人権に基づく人間中心の社会開発を 21 世紀の課題と確認）。 
1997 年 Social Accountability International・“Social Accountability 8000”（ＳＡ 
8000）［ＮＧＯのイニシアティブによる企業行動の規範］。 
1999 年 Leo Sullivan, Global Sullivan Principles of Social Responsibility.(rev. of 
1977.) 
1999 年 シアトル「世界貿易機関」（World Trade Organization; WTO）会議：［反グロー
バリゼーション運動に直面］ 
1999 年 「世界経済フォーラム」：国連アナン事務総長、The Global Compact を提唱［企
業の自主的な社会的責任体制の確立を求める］。 
2000 年 「国際連合」：“The Global Compact”制定 [人権・労働・環境の３分野に関する
９原則]。 
2001 年 ブラジル「世界社会フォーラム」開催。 
2002 年 Global Reporting Initiative(GRI),“Sustainability Reporting Guide- Lines 
on Economic, Environmental and Social Performance”[“triple-bottom-line”]。 
2002 年 ヨハネスブルグ「持続可能な発展に関する世界サミット」。 
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2001 年 欧州委員会[European Commission]雇用・社会問題部門：Green Paper「公開提案・
ＣＳＲのための欧州的枠組みの促進」発表。 
2002 年 欧州委員会：WhitePaper「ＣＳＲ：持続可能な発展に対する企業の貢献」 
    ［経営者団体・労働組合・ＮＧＯなどからの公開提言の取りまとめ］発表。 




＜資料 ９＞ 「企業の社会的責任」に関する最近の文献 
 
































倍 和博『ＣＳＲ会計を導入する』（松本恒雄監修、同上、第４巻）同上、2005 年。 






























－ 17 － 
世界経済のボーダーレス化の流れの中に深くくみこまれており、こうした世界規模の課題は、
すべて日本の将来に大きなインパクトを持つものであります。…… 
 これまで日本企業は競争に勝ち抜くことに意を注ぎ、効率ばかりを追求するあまりに、企
業活動に際して、前述のような諸側面を十分配慮して来なかったのではないでしょうか。」 
